
 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援に要する費用の
額の算定に関する基準（平成 24 年３月 14 日厚生労働省告示第 125号） 
14 地域生活支援拠点等相談強化加算 700 単位 
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長に届け出た指定特定相談支援事業所
が、障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた者(以下この注に
おいて「要支援者」という。)が指定短期入所(障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準(平成 18 年厚生労働省
令第 171 号。以下「指定障害福祉サービス等基準」という。)第 114条に規定する指定短期入所をいう。
以下同じ。)を利用する場合において、指定短期入所事業者(指定障害福祉サービス等基準第 118 条第 1
項に規定する指定短期入所事業者をいう。)に対して当該要支援者に関する必要な情報の提供及び当該指
定短期入所の利用に関する調整(現に当該要支援者が指定短期入所を利用していない場合にあっては、サ
ービス等利用計画の作成又は変更を含む。)を行った場合には、当該要支援者 1 人につき 1 月に 4 回を限
度として所定単位数を加算する(当該指定特定相談支援事業者が指定地域定着支援事業者(障害者の日常生
活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関す
る基準(平成 24 年厚生労働省令第 27 号。以下「指定地域相談支援基準」という。)第 39 条第 3 項に規定
する指定地域定着支援事業者をいう。以下同じ。)の指定を併せて受け、かつ、指定計画相談支援の事業
と指定地域定着支援(指定地域相談支援基準第 1 条第 12 号に規定する指定地域定着支援をいう。)の事業
とを同一の事業所において一体的に運営している場合であって、当該指定地域定着支援事業者が障害者
の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援に要する費用の額の
算定に関する基準(平成 24年厚生労働省告示第 124号)別表の第 2 の地域定着支援サービス費を算定する
場合を除く。)。 
 
15 地域体制強化共同支援加算 2,000単位 
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長に届け出た指定特定相談支援事業所
の相談支援専門員が、計画相談支援対象障害者等の同意を得て、当該計画相談支援対象障害者等に対し
て、当該計画相談支援対象障害者等に指定基準第 2条第 3 項に規定する福祉サービス等を提供する事業
者のうちいずれか 3者以上と共同して、在宅での療養上必要な説明及び指導を行った上で、協議会(法第
89 条の 3 第 1項に規定する協議会をいう。)に対し、文書により当該説明及び指導の内容等を報告した場
合に、当該計画相談支援対象障害者等に対して指定サービス利用支援を行っている指定特定相談支援事
業所において、当該計画相談支援対象障害者等 1 人につき 1 月に 1 回を限度として所定単位数を加算す
る。 
 
厚生労働大臣が定める基準（平成 27 年厚労告 180・第７号） 
 指定基準省令第 19 号に規定する運営規程において、地域生活支援拠点等（障害福祉サービス等及び障
害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成 29 年厚生労働省告示第 116 号）第２
の３に規定する地域生活支援拠点等をいう。）であることを定めていること 
 
 
  

別紙 



障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援に要する費用の
額の算定に関する基準（平成 24 年３月 14 日厚生労働省告示第 124号） 
4 障害福祉サービスの体験利用加算 
イ 障害福祉サービスの体験利用加算(Ⅰ) 500 単位 
ロ 障害福祉サービスの体験利用加算(Ⅱ) 250 単位 
注 
1 イについては、指定地域移行支援事業者が、地域相談支援給付決定障害者に対して、障害福祉サービ
スの体験的な利用支援(指定基準第 22 条に規定する障害福祉サービスの体験的な利用支援をいう。以下
同じ。)を提供した場合(1 の注 2 に定める場合を除く。注 2 において同じ。)に、体験的な利用支援の提
供を開始した日から起算して 5 日以内の期間について、1 日につき所定単位数を加算する。 
2 ロについては、指定地域移行支援事業者が、地域相談支援給付決定障害者に対して、障害福祉サービ
スの体験的な利用支援を提供した場合に、体験的な利用支援の提供を開始した日から起算して 6日以上
15 日以内の期間について、1 日につき所定単位数を加算する。 
3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定地域移行支
援事業所において、イ又はロを算定する場合に、さらに 1日につき所定単位数に 50単位を加算する。 
 
5 体験宿泊加算 
イ 体験宿泊加算(Ⅰ) 300 単位 
ロ 体験宿泊加算(Ⅱ) 700 単位 
注 
1 イについては、指定地域移行支援事業者が、地域相談支援給付決定障害者に対して、体験的な宿泊支
援(指定基準第 23条第 1項に規定する体験的な宿泊支援のうち単身での生活に向けたものをいう。以下
同じ。)を提供した場合(1 の注 2 及び注 2に定める場合を除く。)に、イ及びロを合計して 15 日を限度と
して、1 日につき所定単位数を加算する。 
2 ロについては、指定地域移行支援事業者が、地域相談支援給付決定障害者に対して、体験的な宿泊支
援を提供し、かつ、当該地域相談支援給付決定障害者の心身の状況に応じ、当該地域相談支援給付決定
障害者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な見守り等の支援を行った場合(1 の注 2 に定める場
合を除く。)に、イ及びロを合計して 15 日を限度として、1 日につき所定単位数を加算する。 
3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定地域移行支
援事業所において、イの体験宿泊加算(Ⅰ)又はロの体験宿泊加算(Ⅱ)を算定する場合に、さらに 1日につき
所定単位数に 50単位を加算する。 
 
 
厚生労働大臣が定める施設基準平 18 厚労告 551・第９号・イ 
九 指定地域移行支援の施設基準 
イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援に要する
費用の額の算定に関する基準(平成二十四年厚生労働省告示第百二十四号)別表地域相談支援給付費単位数
表(以下「地域相談支援給付費単位数表」という。)第 1 の 4の障害福祉サービスの体験利用加算を算定す
べき指定地域移行支援事業所(障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準(平成二十四年厚生労働省令第二十七号。以下「指定
地域相談支援基準」という。)第三条第一項に規定する指定地域移行支援事業所をいう。以下同じ。)の施
設基準 
 
指定地域相談支援基準第二十七条に規定する運営規程において、当該指定地域移行支援事業所が地域生
活支援拠点等であることを定めていること。 
 
ロ 地域相談支援給付費単位数表第 1 の 5 の体験宿泊加算の注 3 の加算を算定すべき指定地域移行支援
事業所の施設基準 
イの規定を準用する。 



障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基
準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成 18年 10月 31日障発第 1031001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 
15．地域生活支援拠点等相談強化加算の取扱いについて 
(1) 趣旨 
当該加算は、地域生活支援拠点等の必要な相談機能として、地域の生活で生じる障害者等や家族の緊急
事態において、迅速・確実な相談支援の実施及び短期入所の活用により、地域における生活の安心感を
担保することを目的とするものであり、この加算の対象となる事業所については、地域生活支援拠点等
であることを十分に踏まえ、当該加算の趣旨に合致した適切な運用を図られるよう留意されたい。 
(2) 算定に当たっての留意事項 
当該加算は、障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた者（以
下「要支援者」という。）又はその家族等からの要請に基づき、速やかに指定短期入所事業者に対して当
該要支援者に関する必要な情報の提供及び当該指定短期入所の利用に関する調整（以下「連絡・調整」
という。）を行った場合に利用者１人につき１月に４回を限度として加算するものである。 
また、当該加算は、他の指定特定相談支援事業所において指定計画相談支援を行っている要支援者又は
その家族等からの要請に基づき連絡・調整を行った場合は算定できない。ただし、当該要支援者が指定
短期入所を含む障害福祉サービス等を利用していない場合においては、当該指定特定相談支援事業所に
よりサービス等利用計画の作成を行った場合は、当該計画作成に係るサービス利用支援費の算定に併せ
て算定できるものであること。 
なお、指定地域定着支援事業所と一体的に事業を行っている場合であって、かつ、当該指定地域定着支
援事業所において当該利用者に係る地域定着支援サービス費を算定する場合は、指定特定相談支援事業
所において当該加算を算定できないものとする。 
(3) 手続 
当該加算の対象となる連絡・調整を行った場合は、要請のあった時間、要請の内容、連絡・調整を行っ
た時刻及び地域生活支援拠点等相談強化加算の算定対象である旨を記録するものとする。なお、作成し
た記録は５年間保存するとともに、市町村長等から求めがあった場合については、提出しなければなら
ない。 
 
16．地域体制強化共同支援加算 
(1)趣旨 
当該加算は、地域生活支援拠点等の必要な地域の体制づくりの機能として、地域の様々なニーズに対応
出来るサービス提供体制の確保や、地域の社会資源の連携体制の構築を行うことを目的とするものであ
り、この加算の対象となる事業所については地域生活支援拠点等であることを十分に踏まえ、当該加算
の趣旨に合致した適切な運用を図られるよう留意されたい。 
(2)算定に当たっての留意事項 
当該加算は、支援が困難な計画相談支援対象障害者等に対して、当該指定特定相談支援事業所の相談支
援専門員と福祉サービスを提供する事業者の職員等（以下「支援関係者」という。）が、会議により情報
共有及び支援内容を検討し、在宅での療養又は地域において生活する上で必要となる説明及び指導等の
必要な支援を共同して実施するとともに、地域課題を整理し、協議会等に報告を行った場合に加算する
ものである。なお、当該加算は、支援が困難な計画相談支援対象障害者等に係る支援等を行う指定特定
相談支援事業所のみが算定できるものであるが、当該指定特定相談支援事業所の支援等に係る業務負担
のみを評価するものではなく、その他の支援関係者の業務負担も評価する趣旨のものである。そのた
め、その他の支援関係者が支援等を行うに当たり要した費用については、指定特定相談支援事業所が負
担することが望ましいものであること。なお、協議会等への報告の内容については、別途定めるものと
する。 
(3)手続 
当該加算の対象となる会議を行った場合は、別途定める内容を記録するものとする。なお、作成した記
録は５年間保存するとともに、市町村長等から求めがあった場合については、提出しなければならな
い。 



障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基
準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成 18年 10月 31日障発第 1031001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 
 
第三 
１.指定地域移行支援 
(6)障害福祉サービスの体験利用加算の取扱いについて 
③地域生活支援拠点等としての機能を担うものとして、都道府県知事に届け出た指定地域移行支援事業
所の場合、イ又はロに定める単位数に、さらに 50単位を加算するものとする。 
(7)体験宿泊加算の取扱いについて 
⑦地域生活支援拠点等としての機能を担うものとして、都道府県知事に届け出た指定地域移行支援事業
所の場合、イ又はロに定める単位数に、さらに 50単位を加算するものとする。 


